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平成１７年２月期    中 間 決 算 短 信（連結）     平成16年10月12日 
上 場 会 社 名  株式会社 髙 島 屋              上場取引所    大・東 
コ ー ド 番 号  ８２３３                                     本社所在都道府県 大阪府 

（ＵＲＬ http：//www.takashimaya.co.jp） 

代 表 者 役職名 取締役社長         氏名 鈴 木  弘 治 

問合せ先責任者 役職名  常務取締役財務部長         氏名 本  多   恭  晴    ＴＥＬ  06－6631－1101 

決算取締役会開催日 平成16年10月12日         米国会計基準採用の有無  有・◯無 

１． 16年8月中間期の連結業績（平成16年3月1日～平成16年8月31日） 
（１）連 結 経 営 成 績            (注)記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。 
 営 業 収 益         

〔 売 上 高 〕         
営 業 利 益          経 常 利 益         

 
16年8月中間期 

 
15年8月中間期 

 

      百万円   ％
   ５０４,３５２ △12.3 
〔  ４８４,４３４ △12.9〕

５７５,０１６  △ 0.9 
〔  ５５６,０６０ △ 1.0〕

      百万円   ％
    １１,７５５    9.7 
 
     １０,７１１   103.8 
 

      百万円   ％
    １４,１４４   19.1
 
     １１,８７７   142.0
 

1 6 年 2 月 期   １,１１４,４８１  △ 5.9 
〔１,０７５,７０４  △ 6.2〕 

       ２５,３６０    54.2        ２６,６５４     55.0 

 
 

中 間 (当 期) 純 利 益 1株当たり中間(当期)純利益 
潜在株式調整後1株当たり 
中間（当期）純利益 

 
16年8月中間期 
15年8月中間期 

           百万円   ％  
         ５,４０１ △67.9 

１６,８００      ― 

               円      銭
        １７     ５２ 
        ５４     ７０ 

円      銭
         １６     ７３ 
                    ― 

1 6 年 2 月 期     △  ３,６０９    ―      △  １１     ８８                     ― 

(注)①持分法投資損益    16年8月中間期 918百万円   15年8月中間期    958百万円   16年2月期  1,668百万円 
②期中平均株式数（連結）16年8月中間期 308,204,416株   15年8月中間期307,112,469株   16年2月期307,670,190株 

③会計処理の方法の変更  有・◯無 

④営業収益〔売上高〕、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期（前期）増減率 

（２）連 結 財 政 状 態 
 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
 
16年8月中間期 
15年8月中間期 

百万円 
    ７７３,１５２  
    ８０１,６６８ 

百万円
     １９０,６８９ 
     ２００,８３７ 

％ 
    ２４.７ 
    ２５.１ 

     円   銭
    ６１８  ７３ 
    ６５１    ６０ 

1 6 年 2 月 期   ７９８,５４３      １８３,２７５         ２２.９     ５９４    ４５ 

(注)期末発行済株式数（連結）16年8月中間期 308,191,708株  15年8月中間期308,221,403株  16年2月期308,230,073株 

（３）連結キャッシュ・フローの状況 

 営業活動による          
キャッシュ・フロー          

投資活動による          
キャッシュ・フロー          

財務活動による          
キャッシュ・フロー          

現金及び現金同等物          
期 末 残 高          

 
16年8月中間期 
15年8月中間期 

百万円 
       ６,３３２ 
       １２,５６９ 

百万円
  △    ７,１００ 
        ６,３０５ 

百万円 
   △  １４,４９９ 
   △    ６,７５８ 

百万円
    ４２,１２５ 
      ４６,０４４  

1 6 年 2 月 期     ４１,９７０   △ ２０,５７０       ２,３１０       ５７,３７０ 

（４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
 連結子会社数  ２７社   持分法適用関連会社数    ９社 

（５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
 連結  (新規)   ３ 社  （除外）  １ 社   持分法  (新規)  ０ 社   （除外）  ０ 社 

２．17年2月期の連結業績予想（平成16年3月1日～平成17年2月28日) 

 営 業 収 益         
〔 売 上 高 〕         

営 業 利 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益 

 
通  期      

 

        百万円   ％
１,０３０,０００  △7.6 
〔  ９９２,５００  △7.7〕

百万円   ％
 ３０,５００  20.3

百万円   ％ 
 ３３,７００ 26.4 

百万円   ％
 １４,６００  ― 

(参考)1株当たり予想当期純利益(通期)  ４７円３７銭 
（注）①営業収益〔売上高〕、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

②上記連結業績予想の前提条件その他の関連する事項については、添付資料の8,9ページを参照ください。 
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【企業集団の状況】 

 

 (1)企業集団の概要は、次のとおりであります。 

 当社の企業集団は、当社と子会社39社及び関連会社18社で構成され、百貨店業を主要業務として、建装事業、

不動産業及び金融・リース業等を営んでおります。 

 当社グループが営んでいる主な事業内容と位置づけは、次のとおりであります。 

① 百貨店業（専門店、飲食業を含む。） 

  当社、連結子会社のタカシマヤ・シンガポールLTD.等の子会社14社及び関連会社5社で構成し、商品の供  

給、商品券等の共通取扱を行っております。 

② 建装事業 

    連結子会社の髙島屋スペースクリエイツ㈱等の子会社3社及び関連会社1社で構成し、内装工事の受注・施

工を行っております。 

   ③ 不動産業 

        連結子会社の東神開発㈱等の子会社5社及び関連会社4社で構成し、当社グループの不動産管理とショッピ

ングセンター等の運営を行っております。 

   ④ 金融・リース業 

         連結子会社の髙島屋クレジット㈱等の子会社3社で構成し、グループ各社と金融・リース業を行っておりま

す。 

   ⑤ その他事業 

     連結子会社の㈱グッドリブ等の子会社3社及び関連会社4社は、グループ各社へ商品の供給を行っておりま

す。 

      連結子会社の㈱タップは衣料品の製造・加工業を営み百貨店各社に商品の供給を行っております。 

         連結子会社の㈱エー・ティ・エー等子会社2社は広告宣伝業、連結子会社の㈱ティー・エル・コーポレーシ

ョンは運送業を行っております。 

         連結子会社の㈱ホテルシーガル髙島屋等子会社3社及び関連会社1社はレジャー 関連業を行っております。 

     当社、連結子会社の㈱センチュリーアンドカンパニー等の子会社4社及び関連会社3社は、通信販売事業そ

の他を行っております。 
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 （2）グループ事業系統図 
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委
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髙島屋スペースクリエイツ㈱  

 

 ユタカ建設工業㈱  

  

☆㈱タック  

  

○ﾀｶｼﾏﾔ(ﾀｲﾗﾝﾄ゙ )CO.,LTD 

建装事業 

   東神開発㈱  

  

※㈱パンジョ  

 

○ビッグステップ㈱  

 

○ﾅﾄー ･ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ㈱  

 ﾀｶｼﾏﾔ･ﾌｨﾌｽｱﾍﾞﾆｭー ･CORP. 
  

ﾛﾃ゙ｵﾄ゙ﾗｲﾌ゙･ﾌ゚ﾛﾊﾟﾃｨー ｽ･゙INC. 

 

※ ﾆｰｱﾝ ﾃ゙ｨﾍﾛ゙ｯﾌ゚ﾒﾝﾄ PTE.,LTD. 

 

☆ﾀｶｼﾏﾔ･ﾎﾝｺﾝ･ｴﾝﾀー ﾌ゚ﾗｲｽ･゙LTD. 

 

☆ﾄー ｼﾝﾃ゙ｨﾍﾛ゙ｯﾌﾒ゚ﾝﾄ ｲﾝﾀー ﾅｼｮﾅﾙ PTE.,LTD  

不動産業 

 髙島屋クレジット㈱  

  

髙栄リース㈱  

 

☆㈱東神ジェネラルクリエイト  

金融・ﾘｰｽ業 

連結財務諸表提出会社 

  

㈱髙島屋 

㈱岡山髙島屋 

 

㈱岐阜髙島屋 

 

㈱米子髙島屋 

 

㈱高崎髙島屋 

 

 ㈱髙島屋友の会  

  

㈱ファッションプラザ２１  

  

㈱サンローゼ・ピーアンドシー

  

㈱アール・ティー・コーポレーション 

 

※㈱新南海ストア  

 

※㈱ジェイアール東海髙島屋 

 

※㈱伊予鉄髙島屋 

 

☆㈱ナチュラルライフ  

  

百 貨 店 業 その他事業 

 （卸売事業）  

 ㈱グッドリブ  

 

 ㈱ローザ  

 

※㈱ロジエ  

 

☆台北髙島屋国際股有限公司 

 

○㈱ｼｮ゙ー ｼ ゙ｼﾞｪﾝｾﾝ ｼﾞｬﾊﾟﾝ 

 

○ﾋﾟｴｰﾙ･ｶﾙﾀﾞﾝ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱ 

 

○S.A.ルロア  

（衣料品、雑貨他製造・加工業） 

  

 ㈱タップ  

 

（広告宣伝業）  

 ㈱エー・ティ・エー  

 

☆ﾀｶｼﾏﾔ･ｱﾄ゙ﾊﾞﾀｲｼﾞﾝｸﾞ&           

         ﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝPTE.LTD 

（運送業） 

  

 ㈱ティー・エル・コーポレーション 

  

 （その他）  

  ㈱髙島屋：通信販売事業本部 

  

㈱センチュリーアンドカンパニー 

  

㈱ホテルシーガル髙島屋 

  

髙島屋ビルメンテナンス㈱ 

 

髙島屋ビジネスサービス㈱ 

 

※㈱ゴールデン・スパ・ニューオータニ 

 

※㈱関西ﾃﾚﾎﾝｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｾﾝﾀ  ー

 

☆㈱関東ﾃﾚﾎﾝｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｾﾝﾀ  ー

 

☆ﾃｨー ｽ  ゙ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ㈱ 

 

☆たまがわ生活文化研究所㈱ 

 

○ディーエイチシー新宿㈱ 

 

○㈱日本橋まちづくり企画 

人
材
派
遣･

清
掃
委
託
等 

(注)無印…･･連結子会社 

※ ……・持分法適用関連会社 

☆ ……・非連結子会社 

  〇……・持分法非適用関連会社 
 

 ﾀｶｼﾏﾔ･ｼﾝｶﾞﾎﾟー ﾙ LTD. 

 

 ﾀｶｼﾏﾔ･ｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｽﾞ・ INC. 

 

 ﾀｶｼﾏﾔ･ﾆｭｰﾖｰｸ･ INC.  
 

※大葉髙島屋百貨股有限公司
 

○統一髙島屋百華股有限公司

 

☆ﾀｶｼﾏﾔ(ﾌﾗﾝｽ)S.A.  

 

☆ﾀｶｼﾏﾔ･ｲﾀﾘｱ･S.P.A  
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【経営方針】 

１．会社の経営の基本方針 

当社グループは、「いつも、人から」を経営理念として掲げております。これはすべてのステークホルダーの期待

に応え、当社グループが成長・発展していくための原動力はすべて「人」に集約されるという考えに基づいておりま

す。特に当社グループにとって最も重要なステークホルダーはお客様であり、常に新しいことにチャレンジする革新

的な経営を推進すること、社員一人ひとりが自主性・創造性を発揮しお客様の豊かな生活の実現に奉仕すること、公

正で透明な企業行動や社会貢献により社会的責任を果たすことなど、お客様にご満足頂くための様々な取組を進める

ことが、当社グループの成長戦略だと考えております。 
当社グループの財産であり、ブランド価値の源泉であるお客様からの支持・信頼に応え、さらなるご愛顧を頂くこ

とを目標に、「お客様第一主義」をグループにおける基本姿勢とし、多様化する小売業態の中、ワンランク上の商品・

情報・サービスを最適な形で編集し、提供してまいります。 

中核である百貨店事業においては、「お買い物の楽しさ」「非日常性」を実現する「ゆとり」「やすらぎ」「つど

い」を提供し、心の満足が得られる商品とサービスを提供する「上質生活百華店」が当社の目指す百貨店像でありま

す。時代とともに変化する環境や顧客ニーズを迅速に、かつ着実に掴みとり、その時々にもっとも適した「上質」を

提供していくことで、顧客満足実現と企業ブランド価値の向上に取り組んでまいります。 

 
２．会社の利益配分に関する基本方針 
 
当社は当期及び将来の業績や経営環境を総合的に勘案するとともに、将来に備え経営基盤を強化することにより、

安定的な配当水準を維持することを配当政策の基本といたしております。 
この考え方を踏まえ、利益配分については１株につき中間配当金３円７５銭、年間配当金７円５０銭を基本に安定

配当として継続してまいりたいと考えております。 
内部留保資金につきましては、各店舗の改装など営業力の拡充及び財務体質の強化のための原資として活用させて

いただく所存であります。 
 
３．投資単位の引下げに関する考え方及び方針等 
 
当社は、個人投資家層の拡大及び株式流通の活性化を重要課題と認識しております。投資単位の引下げにかかる施

策につきましては、その費用ならびに効果等を検討したうえで、株主利益の最大化を基本に決定してまいりたいと考

えております。今後とも市場の動向を踏まえたうえで、検討を続けてまいります。 

 

４．目標とする経営指標 
 

当社グループの平成１６年度における連結経営目標は、以下の通りであります。 
  ・営業収益         １兆 ３００億円 

  ・経常利益            ３３７億円 

  ・総資本経常利益率        ４．３％ 
 
５．中長期的な会社の経営戦略 
 
「上質生活百華店」を具現化し、当社グループが永続的に成長・発展していくためには、安定的に利益を創出し新

たな業容拡大に注力出来る経営基盤の確立が必須です。当社は、平成１５年度より、事業構造の変革を目指した経営

改革をスタートいたしました。特に平成１５・１６年度については、経営基盤確立のための重要期間と位置づけ、収
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支構造の抜本的な改革を進めております。 

収入面では、商品利益額１００億円増大を目標に、マーチャンダイジングの構造改革に取り組んでおります。具体

的には、集中購買方式の活用や取引先集約、販売効率分析に基づく品揃えの見直しなどによる商品利益率の改善を進

めております。 
営業費の面では、平成１６年度の営業費を平成１４年度対比で２９０億円減少させることを目標に、徹底的な見直

しを行い、営業費構造そのものを変えることによる大幅な削減を進めております。人件費を始め宣伝費、業務委託費、

地代家賃など、全費目にわたるゼロベースでの構造改革を進めております。構造改革によって生み出したキャッシュ・

フローを、顧客との接点である店舗の営業力強化に向けて重点的に投入するとともに、人材の戦略的配置により、販

売・サービスの更なる強化に取り組んでおります。 
グループ事業については、徹底した合理化により経営基盤を確立しながら、各事業分野における専門性・収益性を

高め市場競争力強化を進めております。また、百貨店事業との連携を強化するとともに、不採算事業やノンコア事業

については、抜本的な経営改善策の実施や整理を加速してまいります。 

中長期的な計画としては、急激に変化する経営環境を踏まえ、詳細な組み立てでなく中長期のレンジで当社グルー

プが目指す大きな方向性と、その達成に向けた取り組み内容を示す計画を現在策定しており、来年早々の発表を予定

しております。 

 

６．コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 
 
（１）コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方 
 コーポレートガバナンスの強化については、経営における透明性を高め、経営管理機能を強化するうえで重要な課

題であると認識し、積極的な取り組みを進めております。取締役の監督機能強化や業務執行の分離を柱とした米国型

コーポレートガバナンスの仕組みも選択可能となっておりますが、ガバナンスの形については、時代性とともに各企

業の事業特性や風土に最も適したものを選択すべきであると考えております。従って、百貨店事業を中核とする当社

グループにおいては、顧客視点に立った経営を進めるため、経営の意思決定と店頭を中心とした現場での業務執行を

分離すべきではないと判断しており、現在の取締役会を中心とした体制で、十分にコーポレートガバナンスの実効性

があると考えております。 

（２）コーポレートガバナンスに関する施策の実施状況 

 監査役については、４名の監査役のうち２名を社外監査役としております。また、取締役のうち３名は社外取締役

であり、経営戦略を社内とは別の視点から検討するなどの役割を担っております。取締役会の機能強化及び活性化に

ついては、役員報酬の決定プロセスの明確化に向け、「報酬検討会」を設置すると同時に、業績・能力を反映させる

「役員報酬基準」を策定し、運用しております。株主や投資家の皆様には、決算発表の早期化、株主懇親会の開催、

株主総会のマスコミ公開、インターネット配信など、情報開示に取り組んでおります。 

また、コンプライアンス経営強化に向け、平成９年度より業務監査室を設置し、法律や社内規則に従った業務遂行

に対する社内チェックを継続実施すると同時に、企業行動についての具体的な検証項目を「行動計画」として策定し、

半期に一度取締役会においてその取組状況の確認を行なっております。さらに平成１５年度より、社長を委員長とし

コンプライアンスの一元的推進を図る「髙島屋グループ企業倫理委員会」のもと、「公正取引推進委員会」「個人情

報保護委員会」「業務監査委員会」「倫理小委員会」「危機管理委員会」の各委員会とスタッフ各部門が連携し、コ

ンプライアンス強化と企業倫理の浸透を推進するとともに、社内通報窓口「コンプライアンス・ホットライン」の設

置、ガイドラインやマニュアルの再整備、継続的な教育実施など、コンプライアンス経営の更なる強化を進めており

ます。 
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＜監視体制＞ 

     

経営監視 選任・解任

経営監視 選任・解任

事業本部

株　主　総　会

選
任
・
解
任

取締役会

監
査
役
会

会
計
監
査
人

代表取締役

業務
監査

会計
監査

 

 
 
＜コンプライアンス推進体制＞ 

公正取引
推進
委員会

個人情報
保護
委員会

業務監査
委員会

倫理
小委員会

危機管理
委員会

リスク情報

　　　　連絡
調査・対応指示 コンプライアンスの 　　対応指示

推進・徹底

店舗 店舗 事業部
グループ
会社

グループ
会社

スタッフ各部

《事業部門》

髙島屋グループ企業倫理委員会(委員長：社長）

コンプライアンス
ホットライン
（弁護士）

通報

今後もコーポレートガバナンス強化に積極的に取り組み、すべてのステークホルダーの期待に応える、公正で透明な

企業活動を行なってまいります。 
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【経営成績及び財政状態】 
 
１． 経営成績 
 

（１）当中間連結会計期間の概況 

 

①業績の概要 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、輸出や設備投資の好調により景気は回復基調が続きました。 
個人消費も景況感の好転による消費マインド改善等に支えられ堅調に推移したものの、商品や分野により消費の伸

びに跛行性が見られるなど、全面的な回復には至らない状況が続きました。 
百貨店業界におきましては、都心大型店の改装・増床計画の進行、都心再開発事業による新しい商業施設の出現、

複合型大型店舗の郊外への進出など、業界内だけでなく地域間・業態間競合がさらに激化し、全国百貨店売上高は、

当中間連結会計期間各月においても前年実績を下回りました。 
このような環境の中、当社グループにおきましては、平成１５年度より着手した収支構造改革を引き続き強力に推

進し、安定的な利益創出に向け経営基盤を着実に強化しております。当社におきましては、営業費２９０億円削減及

びＭＤ構造改革による商品利益額１００億円増大の目標数値について、平成１６年度で達成の目処をつけるとともに、

改革の一環として、本年３月に物流及び情報処理業務のアウトソーシング、本年４月に岡山店・岐阜店・高崎店の分

社化を実施いたしました。また、グループ事業におきましても、経営基盤強化と連結利益増大を目指し、各社におい

て収支構造改革に引き続き取り組んでおります。 
一方、本年度を増収に向けた転換点の年度とすべく、売上増大に向けた取り組みを進めております。百貨店事業に

おいて積極的な改装投資や宣伝活動を実施し、店頭営業力と集客力強化を目指すとともに、優れた顧客サービス開発

力を持つ㈱クレディセゾンと業務提携し、そのノウハウの提供を受け、幅広い顧客層に対応が可能な新クレジットカ

ードの共同開発を行うことを決定いたしました。また、本年２月に土地・建物の一部を取得した立川店につきまして

は、取得部分と当社持分をグループ会社の東神開発㈱に売却し、レストランゾーンを同社のテナントリーシングノウ

ハウを活かして再編し、一層魅力ある商業施設として営業力強化に取り組んでおります。 
以上のような営業諸施策を実施いたし、営業収益は 504,352 百万円（前年同期比 12.3%減）となりました。また、

販売費及び一般管理費等の削減に努めた結果、経常利益は14,144百万円（前年同期比19.1％増）となりました。 

その結果中間純利益は前年同期には多額の厚生年金基金代行返上益が計上されていたため前年同期比で減少はしま

したが、5,401百万円（前年同期比67.9%減）となりました。 

 

②セグメント別の業績 

＜百貨店業＞ 
百貨店事業におきましては、当社のフラッグシップストアである東京店を全面改装するとともに、昨年増床した玉

川店で、婦人服・雑貨、紳士服・雑貨ゾーンを改装するなど、お客様の高感度なニーズにお応えする品揃え・サービ

ス・店舗環境の実現に取り組み、本年４月にそれぞれオープンいたしました。なお、オープン後から８月末までの入

店客数は、東京店は前年比１７．８％増、玉川店は前年比８．２％増と好調に推移し、同期間の店頭売上高は、東京

店は前年比３．４％増、玉川店は前年比７．３％増となりました。 

また全店では、お客様のご要望を品揃えやサービスに反映する取り組みの推進、お客様第一主義をより強化する売

場運営体制の再編、専門的な資格・知識を持った販売スペシャリストの重点配置、お買物相談等コンサルティング機

能の強化など、お客様が快適にお買物いただける取り組みを推進いたしました。 

さらに、当社オンラインショップを新たに「ｅ百華店」として再構築し、品揃えの充実や新規のお客様の開拓によ

る売上の増大を図るなど、インターネットショッピング強化に力を注ぎました。 

このような諸施策を実施した結果、東京店・玉川店では店頭売上高・入店客数とも好調に推移いたしましたが、百
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貨店事業本部売上高は前年実績を確保するには至りませんでした。 
また、タカシマヤ・シンガポールＬＴＤ．におきましては、新型肺炎ＳＡＲＳやイラク戦争などマイナス影響が無

くなり、売上・利益とも前年を大きく上回りました。 

以上の結果、営業収益は448,030百万円（前年同期比 3.9%減）、営業利益は7,682百万円（前年同期比29.6％増）

となりました。 

＜建装事業＞ 

建装事業におきましては、髙島屋スペースクリエイツ㈱が、積極的な営業活動による商業施設やホテル等大型物件

を中心とした元請受注を拡大し営業収入が増加しました。また、経営改革への取り組みにより営業費の抜本的な削減

に努めた結果、大幅な増収増益となりました。 
この結果、営業収益は19,432百万円（前年同期比 5.1％増）、営業利益は124百万円（前年同期は196百万円の

営業損失）となりました。 
＜不動産業＞ 

不動産業におきましては、東神開発㈱が、昨年９月に増床した玉川髙島屋ショッピングセンター南館の不動産賃貸

収入が大きく増加し、また、シンガポール髙島屋ショッピングセンターの業績が順調に回復したことにより、玉川南

館増床に伴う減価償却費など経費増を吸収し増収増益となりました。 

この結果、営業収益は8,424 百万円（前年同期比 7.9％増）、営業利益は2,738 百万円（前年同期比41.1％）増

となりました。 
＜金融・リース業＞ 
金融・リース業におきましては、髙島屋クレジット㈱が、タカシマヤカードの年会費制を導入するとともに、入会

審査や債権回収業務等のアウトソーシングによる営業費削減に努め、増収増益となりました。 
この結果、営業収益は 5,313百万円（前年同期比16.7％増）、営業利益は1,506百万円（前年同期比78.6％増）

となりました。 

＜その他事業＞ 
当社通信販売事業におきましては、売上確保のため様々な施策を実施するとともに、広告媒体見直し・カタログ宅

配費の値下げ等営業費削減に取り組みましたが、主力のファッション・リビング関連商品等が苦戦し、減収減益とな

りました。卸売事業では㈱グッドリブが、不採算商品の取扱いを中止したことにより営業収益は前年を下回りました

が、要員の見直し等による人件費削減、倉庫の集約化による物流費削減等営業費の大幅な削減を進めたことにより、

赤字幅が縮小いたしました。また、広告宣伝業では㈱エー・ティ・エーが、積極的な外部市場開拓により、増収増益

となりました。 
この結果、営業収益は 23,152百万円（前年同期比 15.6％増）、営業利益は151百万円（前年同期は446百万円

の営業損失）となりました。 
 

（２）通期の見通し 

下半期の景況につきましては、足元で減速の兆しがあるなど景気は停滞懸念が強まっており、社会保障費負担増が

消費者心理の下押し要因となるなど、経営環境は引き続き厳しい状況が続くものと思われます。 

このような中、当社グループといたしましては、百貨店事業を中心にさらなる営業力強化を図るとともに、収支構

造改革を継続して推進し、安定的に利益創出できるよう体質強化を図ってまいります。グループ内注業務の見直しを

引き続き行い、外部への委託も視野に入れた検討を進めるなど、さらなる営業費削減に取り組んでまいります。 

また、㈱クレディセゾンと共同開発する新カード「タカシマヤ《セゾン》カード」の導入により新規顧客の開拓、

売上増大、商圏の拡大等百貨店事業の強化に向けた取り組みを進めるとともに、戦略的提携によりパ―トナーシップ

を構築し、同社の事業ノウハウ導入による髙島屋クレジット㈱の経営基盤強化を進めてまいります。 

百貨店事業では、当社におきましては、タカシマヤファンの獲得・拡大に向け顧客政策の再構築を図り、推進体制

の整備と情報システムの活用促進に努め、お客様の視点に立った積極的な販売・サービス策を強力に展開してまいり
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ます。また主力店舗である大阪店・東京店など大型店で特徴ある売場づくりを推し進め、店舗集客力の向上に取り組

んでまいります。分社いたしました㈱岡山髙島屋・㈱岐阜髙島屋・㈱高崎髙島屋では、地域に根ざした営業展開を推

進し、店舗競争力強化に努めてまいります。タカシマヤ・シンガポールＬＴＤ．におきましては、地域一番店の強み

を発揮するとともに、お客様の視点に立った商品面、販売サービス面及び店舗環境面の見直しにより、さらなる収益

拡大を目指してまいります。 

建装事業では、髙島屋スペースクリエイツ㈱が、受注から生産、施工管理までの全行程で利益管理を徹底し、安定

的に利益を生み出す事業構造に変革してまいります。 

不動産業では、東神開発㈱が、髙島屋グループの開発計画に主体的に参画・推進し、グループの収益力拡大を目指

してまいります。 

金融・リース業では、髙島屋クレジット㈱が、㈱クレディセゾンとの業務提携を活かし、カードの魅力向上による

取扱高と収益の増大を目指してまいります。 

その他事業では、通信販売事業が商品調達・顧客政策等において百貨店事業との連携をさらに強化し、婦人衣料の

見直し、食料品の強化、新たなチャネルによる新規顧客獲得を進めるとともに、カタログや広告媒体等の費用を効率

的に配分し、売上・利益の確保を目指してまいります。また卸売事業では、㈱グッドリブが、フーズ事業をさらに強

化するとともに、採算性を基準とした取扱商品の絞込みと徹底したローコスト化を進め、安定した事業基盤の確立を

目指してまいります。 

以上のような事業活動によりまして、通期の連結営業収益は1兆300 億円（前年同期比7.6％の減）、経常利益は

337億円（前年同期比26.4％の増）、当期純利益は146億円（前年同期は36億9百万の当期純損失）見込んでおりま

す。 

（注） この資料に掲載されている業績予想に関する記述は、当社グループが現時点で入手可能な情報から得られた

判断に基づいておりますが、リスクや不確実性を含んでおります。よって実際の業績は様々な要因により、記

述されている業績予想とは大きく異なる結果となり得ることをご承知おき下さい。 
    実際の業績に影響を与え得る重要な要因には、当社グループの事業を取り巻く経済環境、市場動向、為替レ

ートの変動などが含まれます。  
  
２． 財政状態 
 

キャッシュ・フローの状況 

   当中間連結会計期間末の現金及び現金同等物は、売上原価、販売費及び一般管理費等の削減に努めたことによる

経常利益の増加に加え、百貨店事業への経営資源集中のため遊休不動産の売却を行いましたが、東京店の全面改装

よる有形・無形固定資産取得支出や社債の償還による支出があったため、前連結会計年度末に比べ１５，２４４  

百万円減少し、４２，１２５百万円となりました。 

  営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前中間純利益１０，１１２百万円に減価償却費７，９２４   

百万円、退職給付引当金の減少額３，５７８百万円、売上債権とたな卸資産及び仕入債務の増減による支出    

１，８９０百万円、その他営業活動による支出３，３５２百万円、法人税の支払額２，３７８百万円等により、    

６，３３２百万円の収入となり、前年同期に比べ６，２３６百万円の減少となりました。主な減少の要因は、売上

債権と仕入債務の増減差額によるものです。 

   投資活動によるキャッシュ・フローは、７，１００百万円の支出となり、前年同期に比べ１３，４０５百万円の

支出増加となりましたが、前年同期は連結範囲の変更を伴う子会社株式の売却を行い１０，２９８百万円の収入を

得ておりますので、この影響額を除くと、実質的には３，１０７百万円の支出増加となります。主な要因は、東京

店の全面改装等により有形・無形固定資産取得支出が１３，３７６百万円と４，６３１百万円増加した一方で、遊

休不動産の売却等により有形・無形固定資産売却収入が６，７１９百万円と２，０４８百万円増加したことによる

ものです。 
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    なお、当社グループのキャッシュ・フロー指標の推移は下記のとおりです。 

 平成13年8月 平成14年8月 平成15年8月 平成16年8月 

株主資本比率（％） 20.6 20.6 25.1 24.7

時価ベースの株主資本比率（％） 27.1 23.7 28.0 39.7

債務償還年数（年） ― ― ― ―

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 9.1 24.3 5.6 3.1

株主資本比率           ：株主資本／総資産 

時価ベースの株主資本比率     ：株式時価総額／総資産 

債務償還年数           ：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

※ 各指標は、いずれも連結ベースの財務諸表により計算しております。 

※ 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数（自己株式控除後）により算出しております。 

※ 営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用しており  

  ます。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている短期借入金、一年内償還社債、社債、長期借入金、 

コマーシャルペーパーを対象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の 

利息の支払額を使用しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



－ 11 － 

中 間 連 結 貸 借 対 照 表 
                                                                             （単位 百万円） 

      期 別

科 目 

当中間連結会計期間末

（１６．８．３１） 

前中間連結会計期間末

（１５．８．３１）
増 減 高 

前連結会計年度 

（１６．２．２９） 
増 減 高 

（資産の部）              

流 動 資 産         186,446 209,843 △  23,396 206,254 △   19,807

現 金 及 び 預 金           42,181 46,188 △   4,006 57,413 △   15,232

受取手形及び売掛金           69,224 78,927 △   9,702 67,485 1,739

有 価 証 券           453 6,004 △   5,550 460 △       6

た な 卸 資 産           42,929 46,470 △   3,541 46,874 △   3,945

 短 期 貸 付 金            510 234 275 361 148

 繰 延 税 金 資 産            6,430 5,453 977 8,623 △   2,193

 そ の 他            26,106 28,454 △   2,348 26,486 △     379

貸 倒 引 当 金           △   1,390 △   1,889 499 △   1,450 60

固 定 資 産          586,706 591,824 △   5,118 592,288 △   5,582

有形固定資産         288,096 289,647 △   1,551 294,435 △   6,339

建 物 及 び 構 築 物           121,830 112,374 9,455 121,211 619

 機械装置及び運搬具            2,368 1,265 1,103 1,602 765

 器 具 及 び 備 品            17,280 19,498 △   2,218 18,177 △     896

土 地           144,237 146,426 △   2,188 148,527 △   4,289

 建 設 仮 勘 定            2,378 10,082 △   7,703 4,916 △   2,538

無形固定資産         13,144 14,282 △   1,137 13,005 139

 借 地 権            6,227 6,833 △     606 6,227 ―

連 結 調 整 勘 定           1,687 2,391 △     704 2,039 △     352

そ の 他           5,229 5,056 173 4,738 491

投資その他の資産 285,465 287,894 △   2,429 284,847 617

投 資 有 価 証 券           88,739 72,499 16,239 80,252 8,486

長 期 貸 付 金           79,928 81,009 △   1,080 80,869 △     941

長 期 保 証 金           104,726 118,322 △  13,596 109,722 △   4,996

 繰 延 税 金 資 産            16,623 20,749 △   4,126 18,753 △   2,130

そ の 他           7,088 7,243 △     155 7,095 △       7

貸 倒 引 当 金           △   11,640 △   11,930 289 △   11,846 205

資 産 合 計         773,152 801,668 △   28,515 798,543 △  25,390
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                                         （単位 百万円） 

              期 別

科 目 

当中間連結会計期間末

（１６．８．３１） 

前中間連結会計期間末

（１５．８．３１）
増 減 高 

前連結会計年度 

（１６．２．２９） 
増 減 高 

（負債の部）              

流 動 負 債         308,638 325,853 △   17,214 318,461 △   9,822

支払手形及び買掛金           101,611 111,422 △   9,811 104,741 △   3,130

短 期 借 入 金           28,864 30,074 △   1,209 17,483 11,381

社債（１年内償還）                      5,000 11,300 △   6,300 10,600 △   5,600

未 払 法 人 税 等           2,484 12,473 △   9,988 2,338 146

 未 払 消 費 税 等            1,800 2,264 △     463 2,121 △     320

 未 払 費 用            8,320 9,485 △   1,164 11,459 △   3,138

前 受 金           61,766 59,730 2,035 61,172 593

商 品 券           45,054 45,281 △     227 43,679 1,374

 預 り 金            22,522 24,330 △   1,808 24,502 △   1,980

ポイント金券引当金            2,802 3,110 △     307 2,978 △     176

 繰 延 税 金 負 債            ― 11 △      11 5 △       5

そ の 他           28,411 16,368 12,042 37,377 △   8,966

固 定 負 債         273,464 274,962 △   1,498 296,805 △  23,341

社 債           43,000 30,000 13,000 48,000 △   5,000

長 期 借 入 金           124,373 133,137 △   8,763 138,305 △   13,931

退 職 給 付 引 当 金           67,065 71,918 △   4,852 70,644 △   3,578

 役員退職慰労引当金           475 377 98 441 34

 持分法適用に伴う負債            316 301 15 301 14

 繰 延 税 金 負 債            435 452 △      16 593 △     157

  再評価に係る繰延税金負債            4,214 2,799 1,414 4,450 △     236

そ の 他           33,582 35,976 △   2,394 34,068 △     486

負 債 合 計         582,103 600,816 △   18,713 615,266 △   33,163

（少数株主持分）  

少数株主持分         360 14 346 1 359

（資本の部）              

資 本 金             39,085 39,085 ― 39,085 ―

資 本 剰 余 金                         28,141 28,123 17 28,138 2

利 益 剰 余 金            102,296 121,623 △   19,326 97,744 4,552

土 地 再 評 価 差 額 金               6,162 4,124 2,037 6,508 △     346

その他有価証券評価差額金             15,983 7,798 8,184 13,147 2,835

為 替 換 算 調 整 勘 定                       △       756 243 △   1,000 △  1,174 417

自 己 株 式             △       223 △      162 △      61 △   176 △      47

資 本 合 計         190,689 200,837 △   10,148 183,275 7,413

負債、少数株主持分及び資本合計 773,152 801,668 △   28,515 798,543 △    25,390
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中 間 連 結 損 益 計 算 書 
                                        （単位 百万円） 

期 別 

科 目 

当中間連結会計期間

(16.3.1～16.8.31) 

前中間連結会計期間

(15.3.1～15.8.31)
増 減 高 増 減 率（％） 

前連結会計年度 

(15.3.1～16.2.29)

売 上 高           484,434 556,060 △   71,625 △     12.9 1,075,704

その他の営業収入           19,917 18,956 961 5.1 38,777

   営 業 収 益 計         504,352 575,016 △   70,664 △     12.3 1,114,481

売 上 原 価           373,611 437,585 △   63,974 △     14.6 840,847

販売費及び一般管理費 118,986 126,719 △    7,733 △      6.1 248,273

 営 業 費 用 計         492,597 564,305 △   71,707 △     12.7 1,089,121

営 業 利 益            11,755 10,711 1,043 9.7 25,360

受取利息及び配当金 1,479 1,654 △      175 △     10.6 2,862

持分法による投資利益            918 958 △        40 △      4.2 1,668

その他営業外収益            3,741 2,904 836 28.8 5,821

 営業外収益計         6,139 5,518 621 11.3 10,352

支 払 利 息            2,056 2,398 △      342 △     14.3 4,588

その他営業外費用            1,693 1,953 △      259 △     13.3 4,469

 営業外費用計         3,749 4,352 △      602 △     13.8 9,058

経 常 利 益            14,144 11,877 2,267 19.1 26,654

特 別 利 益           2,609 40,602 △    37,993 △     93.6 41,347

特 別 損 失           6,641 9,848 △     3,206 △     32.6 58,107

税金等調整前中間(当期)純利益 10,112 42,632 △    32,519 △     76.3 9,895

法人税、住民税及び事業税 2,687 13,883 △    11,195 △     80.6 4,274

過年度法人税、住民税及び事業税 ― ― ― ― 347

法 人 税 等 調 整 額             2,025 10,896 △     8,870 △     81.4 7,844

少 数 株 主 利 益 △        1 1,051 △     1,053 ― 1,038

中間（当期）純利益（純損失△） 5,401 16,800 △    11,399 △     67.9 △  3,609
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中 間 連 結 剰 余 金 計 算 書 
                                                                           （単位 百万円） 

期 別 

科 目 

当中間連結会計期間 

(16.3.1～16.8.31) 

前中間連結会計期間

(15.3.1～15.8.31)
増 減 高 増 減 率（％） 

前連結会計年度 

(15.3.1～16.2.29)

（資本剰余金の部）   

資本剰余金期首残高 28,138 27,085 1,053 3.9 27,085

資 本 剰 余 金 増 加 高 2 1,038 △     1,036 △      99.8 1,053

自 己 株 式 処 分 差 益 2 1,038 △     1,036 △      99.8 1,053

資 本 剰 余 金 減 少 高 ― ― ― ― ―

資本剰余金中間期末（期末）残高 28,141 28,123 17 0.1 28,138

（利益剰余金の部）   

利益剰余金期首残高 97,744 105,038 △     7,294 △       6.9 105,038

利益剰余金増加高 5,747 17,857 △    12,109 △      67.8 19

中 間 純 利 益 5,401 16,800 △    11,399 △      67.9 ―

土地再評価差額金取崩高 346 1,040 △       694 △      66.7 ―

連結子会社持分割合変更に伴う増加高 ― 15 △        15 ― 19

利益剰余金減少高 1,195 1,273 △        77 △       6.1 7,314

当 期 純 損 失 ― ― ― ― 3,609

配 当 金 1,155 1,143 12 1.1 2,299

役 員 賞 与 39 75 △        35 △      47.4 75

土地再評価差額金取崩高 ― ― ― ― 1,306

持分法適用会社減少に伴う減少高 ― 54 △        54 ― 22

利益剰余金中間期末（期末）残高 102,296 121,623 △    19,326 △      15.9 97,744
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中 間 連 結 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書 
                                             （単位 百万円） 

                期  別 
科  目 

当中間連結会計期間 

（16.3.1～16.8.31） 
前中間連結会計期間 

（15.3.1～15.8.31） 

前連結会計年度 

（15.3.1～16.2.29）

１０,１１２

７,９２４

３５２

△     ２６６

△   ３,５７８

３４

△     １７６

△   １,４７９

２,０５６

△     ９１８

△     ６７１

２,１８６

―

△     ４４５

０

△     ６３９

△   ３,０９３

３,９７３

△   ２,７７０

△      ３９

△   ３,３５２

 

  ４２,６３２ 

９,３７８ 

３６６ 

７ 

△ ３８,０９７ 

△     ２７３ 

３,１１０ 

△   １,６５４ 

２,３９８ 

△    ９５８ 

△    ５６７ 

８６６ 

２,０１９ 

△   ２,３５８ 

６９ 

△   １,６４６ 

△ １３,４０２ 

 ２,９７７ 

１５,１９９ 

△      ７５ 

△   ４,０６９ 

９,８９５

１７,３１１

７１８

△    ５１４

△ ３９,３７０

△    ２１０

２,９７８

△  ２,８６２

４,５８８

△  １,６６８

△  １,０９５

２,８０８

３１,５５３

△  ２,４６１

６８１

△   １,６４６

△    ６８２

２,４６７

８,００３

△      ７５

１６,７９３

Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー 
税金等調整前中間（当期）純利益 
減 価 償 却 費                    
連 結 調 整 勘 定 償 却 額                    
貸 倒 引 当 金 の 増 減 額 
退 職 給 付 引 当 金 の 減 少 額 

   役 員 退 職 慰 労 引 当 金 の 増 減 額 
ポ イ ン ト 金 券 引 当 金 の 増 減 額 
受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金                    
支 払 利 息                    
持 分 法 に よ る 投 資 利 益                    
固 定 資 産 売 却 益 
固 定 資 産 除 却 損                    
固 定 資 産 評 価 損 
有価証券・投資有価証券売却益                     
投 資 有 価 証 券 評 価 損                    
連 結 子 会 社 株 式 売 却 益 
売 上 債 権 の 増 加 額                     
た な 卸 資 産 の 減 少 額                    
仕 入 債 務 の 増 減 額 
役 員 賞 与 の 支 払 額                    
その他営業活動によるｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ 

小       計 
   利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 

利 息 の 支 払 額 
法 人 税 等 の 支 払 額 

９,２０８

１,５６２

△   ２,０５９

△   ２,３７８

１５,９２１ 

１,６５０ 

△  ２,２４２ 

△  ２,７５９ 

４７,２１１

３,３６６

△  ４,６００

△  ４,００７

営業活動によるキャッシュ・フロー ６,３３２ １２,５６９ ４１,９７０

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー 
定 期 預 金 の 預 入 に よ る 支 出                    
定 期 預 金 の 払 戻 に よ る 収 入                    
有価証券・投資有価証券等の取得による支出 
有価証券・投資有価証券等の売却による収入 

 有形・無形固定資産の取得による支出                    
有形・無形固定資産の売却による収入                    
連結範囲の変更を伴う子会社株式の売却による収入 

    短 期 貸 付 金 の 純 減 少 額 
長 期 貸 付 に よ る 支 出                    
長 期 貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入                    
その他投資活動によるキャッシュ・フロー                     

△      ３３

２１

△   ３,０１４

１,６４０

△ １３,３７６

６,７１９

―

―

△      ６３

１,００４

―

 
△     １１２ 

４８ 
△   １,３６２ 

３５０ 
△  ８,７４４ 

４,６７１ 
１０,２９８ 

２５０ 
△     １４１ 

１,０４７ 

― 

△     ２４

６０

△  ２,４４２

９,９６８

△ ４５,８３９

６,２７７

１０,２９８

１２２

△    １７５

１,１２０

６４

投資活動によるキャッシュ・フロー △   ７,１００ ６,３０５ △ ２０,５７０
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                     期  別 
科  目 

当中間連結会計期間 

（16.3.1～16.8.31） 

前中間連結会計期間 

（15.3.1～15.8.31） 

前連結会計年度 

（15.3.1～16.2.29）

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー 
   短 期 借 入 金 の 純 増 減 額 

長 期 借 入 に よ る 収 入                    
長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出                    
社 債 の 発 行 に よ る 収 入 
社 債 の 償 還 に よ る 支 出                    
自 己 株 式 の 売 却 に よ る 収 入 
配 当 金 の 支 払 額                    
その他財務活動によるｷｬｯｼｭ・ ﾌﾛｰ 

１３２

１,５００

△  ４,３３２

―

△ １０,６００

１

△  １,１５５

△      ４６

 

△       ４９２ 

２,５００ 

△  ７,６８６ 

― 

― 

１,７１７ 

△  １,１４３ 

△  １,６５４ 

△     ３０７

１３,０００

△ ２５,４５２

１８,０００

△    ７００

１,７４０

△  ２,２９９

△  １,６７０

財務活動によるキャッシュ・フロー △ １４,４９９ △    ６,７５８ ２,３１０

Ⅳ．現金及び現金同等物に係る換算差額                     ２３ ４ △    ２６４

Ⅴ．現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 減 額                   △ １５,２４４ １２,１２０ ２３,４４６

Ⅵ．現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高                     ５７,３７０ ３３,９２４ ３３,９２４

Ⅶ．現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 ４２,１２５     ４６,０４４ ５７,３７０
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 
１．連結の範囲に関する事項 
連結子会社          ２７社（髙島屋スペースクリエイツ㈱、東神開発㈱、㈱グッドリブ他） 
非連結子会社    １２社 
当社は、平成１６年４月に、岡山店・岐阜店・高崎店を会社分割により分社し、㈱岡山髙島屋、㈱岐阜髙島屋、 

及び㈱高崎髙島屋を設立したため連結子会社としました。また、タカシマヤ・インターナショナル・ファイナン

ス・B．V．は、平成１６年４月に清算結了しましたので連結子会社から除外しました。 

非連結子会社は総資産、売上高、利益額、剰余金の観点からみていずれも小規模であり、全体として中間連結財

務諸表に重要な影響を及ぼしておりません。 
 
２．持分法の適用に関する事項 

(１)持分法を適用した関連会社 
関 連 会 社          ９社（㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ東海髙島屋、㈱伊予鉄髙島屋、大葉髙島屋百貨股有限公司他） 

 
(２)持分法非適用会社及び持分法を適用しない理由 

非連結子会社    １２社 
関 連 会 社           ９社 

 持分法非適用会社は利益額及び剰余金の観点からみていずれも小規模であり、全体として中間連結財務諸表に

重要な影響を及ぼしておりません。 
 
３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 

 連結子会社のうち髙島屋スペースクリエイツ㈱は、９月中間決算のため仮決算を行い連結しております。また、

子会社の中間決算日が中間連結決算日と異なり、仮決算を行っていないものについては、中間連結決算日までの

間に生じた重要な取引について連結上必要な調整を行っております。なお、当中間連結会計期間より、連結子会

社のうち、㈱エー・ティ・エーと㈱髙島屋友の会につきましては６月３０日から８月３１日に、髙島屋ビジネス

サービス㈱につきましては７月３１日から８月３１日にそれぞれ中間決算日を変更しております。 
 
４．会計処理基準に関する事項 

(１)重要な資産の評価基準及び評価方法 
①有 価 証 券       
満期保有目的の債券   償却原価法 
その他有価証券  （時価のあるもの） 

中間期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理し、

売却原価は主として移動平均法により算定しております。） 
           （時価のないもの） 
            主として移動平均法による原価法 

   ②デリバティブ               時価法 
③たな卸資産 
商 品            主として売価還元法及び個別法による原価法 

 製 品              主として先入先出法による原価法 
貯 蔵 品          先入先出法による原価法 
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(２)重要な減価償却資産の減価償却の方法 
①有形固定資産      主として定額法を採用しております。 

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準に

よっております。 
   ②無形固定資産      定額法を採用しております。 

なお、償却年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっておりま

す。但し、将来の収益獲得または費用削減が確実なコンピュータソフトウェア開発

費については、５年間で均等償却しております。 
 

(３)重要な引当金の計上基準 
①貸倒引当金 
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、主として貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 
②ポイント金券引当金 
ポイント金券の発行に備えるため、当中間連結会計期間末におけるポイント残高に対する将来の金券発行

見積り額のうち費用負担となる原価相当額を計上しております。 
 ③退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、

当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。 
  過去勤務債務については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として１０年）に

よる定額法により費用処理しております。 
数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として１０

年）による定額法により、それぞれ発生の翌連結会計年度より費用処理しております。 
④役員退職慰労引当金 
役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく中間期末要支給額を計上しております。 
 

(４)重要なリース取引の処理方法 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
 

(５)重要なヘッジ会計の方法 
①ヘッジ会計の方法 
繰延ヘッジ処理によっております。 
なお、為替予約取引・通貨スワップ取引については振当処理の要件を満たしている場合には、振当処理を

行っております。また、金利スワップについては特例処理の要件を満たしている場合には、特例処理を採用

しております。 
②ヘッジ手段とヘッジ対象 
ヘッジ手段    デリバティブ取引（為替予約取引・通貨スワップ取引及び金利スワップ取引） 
ヘッジ対象    外貨建債権・債務及び借入金の支払金利 
③ヘッジ方針 
当社及び連結子会社のリスク管理方針に基づき、為替変動リスク及び金利変動リスクをヘッジすることと

しております。 
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④ヘッジの有効性評価の方法 
ヘッジ対象及びヘッジ手段について、毎連結会計年度末（中間連結会計期間末を含む）に個別取引毎の    

ヘッジ効果を検証しておりますが、ヘッジ手段とヘッジ対象の資産・負債、または予定取引に関する重要    

な条件が同一であり、高い有効性があるとみなされる場合には、有効性の判定を省略しております。 
⑤リスク管理体制 
重要なデリバティブ取引については、当社及び連結子会社の経理規定に従い、各社の取締役会決議また    

は稟議決裁を行い、各社の所管部門で取引を実行するとともに、当社財務部で取引残高を把握し管理してお

ります。また、通常の外貨建営業債権債務に係る将来の為替リスクを回避する目的で行われる為替予約取引

についても、各社の所管部門で取引を実行するとともに、当社財務部で取引残高を把握し管理しております。 
 

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、  
かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資を資金の範囲としております。 

 
６．その他 
      消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 
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中間連結貸借対照表注記 

 

摘    要 
当中間連結会計期間末

(16.8.31) 

前中間連結会計期間末 

(15.8.31) 

前連結会計年度 

(16.2.29) 

１．有形固定資産減価償却累計額 １８１，６０４百万円 １８７，９５９百万円 １８５,５６３百万円

２．自己株式の数  

所有株式の数  

自己株式 ６９２,６７４株 ６６２,９７９株 ６５４,３０９株

３．担保資産及び担保付債務  

①担保に供している資産  

現金及び預金         ― ３１百万円 ―

有 価 証 券 ― １０百万円 ―

短 期 貸 付 金         ３５百万円 ３５百万円 ３５百万円

建物及び構築物 １０，２６４百万円 ５，９５０百万円 １０,８７６百万円

土 地 ２０，６８６百万円 １９，２６６百万円 ２１,５９２百万円

投資有価証券         ― ３４百万円 ―

長 期 貸 付 金         ４６，７１２百万円 ４７，２６４百万円 ４７,２６４百万円

長 期 保 証 金         ６４，８００百万円 ６４，８０５百万円 ６４,８００百万円

合   計 １４２，４９９百万円 １３７，３９８百万円 １４４,５６９百万円

②担保付債務  

短 期 借 入 金 ４，０５７百万円 ４，６２５百万円 ３,３３９百万円

一年内償還社債         ― １，３００百万円 ６００百万円

長 期 借 入 金         ６１，７８２百万円 ６１，８５３百万円 ６３,９０２百万円

合   計 ６５，８４０百万円 ６７，７７８百万円 ６７,８４２百万円

４．供託している資産  

以下の資産を、割賦販売法等に基 

づいて供託しております。 

 

現金及び預金         ３１百万円 ― ３１百万円

有 価 証 券          １９百万円 ― １９百万円

投資有価証券         ６，８０２百万円 ― ５，８０４百万円

長 期 保 証 金         １９百万円 ― １９百万円

合   計 ６，８７３百万円 ― ５，８７５百万円

５．偶発債務  

①銀行借入金等に対する連帯保証  

（３件） １６６百万円 ３０９百万円 ３１２百万円

②従業員の住宅ローンに対する 

 連帯保証 ２,５７７百万円

 

３,２０７百万円 ２,８７３百万円

合   計  ２,７４３百万円 ３,５１７百万円 ３,１８５百万円
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摘    要 
当中間連結会計期間末

(16.8.31) 

前中間連結会計期間末 

(15.8.31) 

前連結会計年度 

(16.2.29) 

６．売掛債権等の流動化 当中間連結会計期間末

の受取手形及び売掛

金、長期保証金（一年

内含む）残高は、売掛

債権等の流動化（信託

方式及び譲渡方式）に

よりそれぞれ30,135百

万円及び 3,890 百万円

減少しております。 

当中間連結会計期間末

の受取手形及び売掛

金、長期保証金（一年

内含む）残高は、売掛

債権等の流動化（信託

方式及び譲渡方式）に

よりそれぞれ25,725百

万円及び 2,686 百万円

減少しております。 

当連結会計年度末の受

取手形及び売掛金、長

期保証金（一年内含む）

残高は、売掛債権等の

流動化（信託方式及び

譲渡方式）によりそれ

ぞれ30,793百万円及び

2,198 百万円減少して

おります。 

７．期末日満期手形の会計処理           ― 中間連結会計期間末日

満期手形の会計処理

は、手形交換日をもっ

て決済処理しておりま

す。 

 なお、当中間連結会

計期間末日が金融機関

の休日であったため、

次の中間連結会計期間

末日満期手形が、中間

連結会計期間末残高に

含まれております。 

 

・受取手形 １６５百万円 

・支払手形 ２５９百万円 

連結会計年度末日満期

手形の会計処理は、手

形交換日をもって決済

処理しております。 

 なお、当連結会計年

度末日が金融機関の休

日であったため、次の

連結会計年度末日満期

手形が、連結会計年度

末残高に含まれており

ます。 

 

 

・受取手形 １１５百万円

・支払手形 ３１７百万円
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中間連結損益計算書注記 

 

摘    要 
当中間連結会計期間 

（16.3.1～16.8.31） 

前中間連結会計期間 

（15.3.1～15.8.31） 

前連結会計年度 

（15.3.1～16.2.29）

１．特別利益の内訳  

固 定 資 産 売 却 益 １,５１５百万円 １,２８３百万円 １,８７７百万円

投資有価証券売却益 ４４５百万円 ２,３６２百万円 ２,３６２百万円

関係会社株式売却益 ６３９百万円 １,６４６百万円 １,７５２百万円

貸 倒 引 当 金 戻 入 益             ２百万円 ５百万円 １１百万円

厚生年金基金代行返上益 ― ３４,７８８百万円 ３４,７８８百万円

そ の 他             ６百万円 ５１６百万円 ５５５百万円

合      計 ２,６０９百万円 ４０,６０２百万円 ４１,３４７百万円

２．特別損失の内訳  

固 定 資 産 売 却 損              ８４４百万円  ７１６百万円  ７８１百万円

固 定 資 産 除 却 損             ２,１７６百万円  ８４７百万円  ２,７８３百万円

原 状 回 復 費 用 １,４６０百万円 １８９百万円 １,１１９百万円

投資有価証券評価損             ０百万円 ６９百万円 １１１百万円

事 業 構 造 改 革 損 １,７８５百万円 ４,６６９百万円 １７,６２２百万円

固 定 資 産 評 価 損 ― ― ２９,５３４百万円

固 定 資 産 寄 贈 損             ― ― １,２６５百万円

ポイント金券引当金繰入額 ― ３,０１３百万円 ３,０１３百万円

確定拠出年金移行損 ― ― １,５４２百万円

そ の 他             ３７５百万円 ３４２百万円 ３３２百万円

合      計 ６,６４１百万円 ９,８４８百万円 ５８,１０７百万円

３．特別損失「事業構造改革損」の 

主な内訳 

早期退職制度に伴う割

増金1,785百万円であり

ます。 

早期退職制度に伴う割 

増金2,167百万円、会 

社分割に伴う固定資産 

評価損 2,019 百万円で

あります。 

早期退職制度に伴う割

増金12,167百万円、会

社分割に伴う固定資産

評価損 2,019 百万円及

び棚卸資産評価損

1,896 百万円でありま

す。 

中間連結ｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ計算書上の現金及び現金同等物の中間期末残高と 

中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

摘    要 
当中間連結会計期間 

（16.3.1～16.8.31） 

前中間連結会計期間 

（15.3.1～15.8.31） 

前連結会計年度 

（15.3.1～16.2.29） 

現 金 及 び 預 金               ４２,１８１百万円 ４６,１８８百万円 ５７,４１３百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △    ５５百万円 △   １４３百万円 △    ４３百万円

現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 ４２,１２５百万円 ４６,０４４百万円 ５７,３７０百万円
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リース取引に関係する注記 
１． リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 
 （借 主 側） 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末(期末)残高相当額 （単位 百万円）        

摘    要 
当中間連結会計期間 

(16.8.31) 

前中間連結会計期間 
(15.8.31) 

前連結会計年度 
(16.2.29) 

機械装置及び運搬具 
  取 得 価 額 相 当 額           
  減価償却累計額相当額 

 
２４４ 
１０２ 

 
１３４ 
９０ 

 
２１３ 
１２６ 

  中間期末(期末)残高相当額 １４１ ４３ ８６ 
器 具 及 び 備 品          
  取 得 価 額 相 当 額           
  減価償却累計額相当額 

 
１,５３８ 
６５８ 

 
１,１８２ 
４３１ 

 
１,２４５ 
６１０ 

  中間期末(期末)残高相当額 ８８０ ７５０ ６３４ 
合 計           
  取 得 価 額 相 当 額           
  減価償却累計額相当額 

 
１,７８２ 

      ７６０ 

 
１,３１６ 
５２２ 

 
１,４５８ 
７３７ 

  中間期末(期末)残高相当額 １,０２２ ７９４ ７２１ 
  （注）取得価額相当額は、未経過リース料中間期末(期末)残高が有形固定資産の中間期末(期末)残高等に占め 

る割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。 
      

  ②未経過リース料中間期末(期末)残高相当額                     （単位 百万円） 

摘    要 
当中間連結会計期間 

(16.8.31) 

前中間連結会計期間 
(15.8.31) 

前連結会計年度 
(16.2.29) 

１ 年 内             ３１９ ２１８ ２３９ 
１ 年 超             ８１７ ５７６ ４８２ 
合 計             １,１３６ ７９４ ７２１ 

  （注）１．未経過リース料中間期末(期末)残高相当額は、未経過リース料中間期末(期末)残高が有形固定資産の 
       中間期末(期末)残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。 

２．このうち転リース物件に係る借手側の未経過リース料の期末残高相当額は114百万円（うち1年 
内15百万円）であります。 

 
  ③支払リース料及び減価償却費相当額                       （単位 百万円） 

摘    要 
当中間連結会計期間 

(16.8.31) 

前中間連結会計期間 
(15.8.31) 

前連結会計年度 
(16.2.29) 

支 払 リ ー ス 料             １５６ １０８ ２２９ 
減 価 償 却 費 相 当 額             １５６ １０８ ２２９ 

   
④減価償却費相当額の算定方法 

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 
 
 
 
 
 



－ 24 － 

（貸 主 側） 
①リース物件の取得価額、減価償却累計額及び中間期末(期末)残高           （単位 百万円）       

摘    要 
当中間連結会計期間 

(16.8.31) 

前中間連結会計期間 
(15.8.31) 

前連結会計年度 
(16.2.29) 

器 具 及 び 備 品          
  取 得 価 額        
  減価償却累計額         

 
７,４７８ 
２,４６７ 

 
３,７２０ 
１,４５９ 

 
５,３８７ 
２,１４１ 

  中間期末(期末)残高 ５,０１０ ２,２６１ ３,２４６ 
合 計           
  取 得 価 額        
  減価償却累計額         

 
７,４７８ 
２,４６７ 

 
３,７２０ 
１,４５９ 

 
５,３８７ 
２,１４１ 

  中間期末(期末)残高 ５,０１０ ２,２６１ ３,２４６ 

 
 

  ②未経過リース料中間期末(期末)残高相当額                    （単位 百万円） 

摘    要 
当中間連結会計期間 

(16.8.31) 

前中間連結会計期間 
(15.8.31) 

前連結会計年度 
(16.2.29) 

１ 年 内             １,２８０ ６９１ ９１５ 
１ 年 超             ３,８５６ １,５６９ ２,３３１ 
合 計             ５,１３６ ２,２６１ ３,２４６ 

  （注）１．未経過リース料中間期末(期末)残高相当額は、未経過リース料中間期末(期末)残高及び見積残存価額の 
       残高の合計額が営業債権の中間期末(期末)残高等に占める割合が低いため、受取利子込み法により算定 
       しております。 

２．このうち転リース物件に係る貸手側の未経過リース料の期末残高相当額は126百万円（うち1年 

内16百万円）であります。 
 
  ③受取リース料及び減価償却費                          （単位 百万円） 

摘    要 
当中間連結会計期間 

(16.8.31) 

前中間連結会計期間 
(15.8.31) 

前連結会計年度 
(16.2.29) 

受 取 リ ー ス 料            ５８５ １７４ ８１７ 
減 価 償 却 費            ５８５ １７４ ８１７ 

   
 
２． オペレーティングリース取引 
（借 主 側） 
・ 未経過リース料                                 （単位 百万円） 

摘    要 
当中間連結会計期間 

(16.8.31) 

前中間連結会計期間 
(15.8.31) 

前連結会計年度 
(16.2.29) 

１ 年 内             １３,９９０ １４,９７１ １４,０８３ 
１ 年 超             １５２,２０２ １６６,３４５ １５９,２２９ 
合 計             １６６,１９２ １８１,３１６ １７３,３１３ 
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セ グ メ ン ト 情 報 

１． 事業の種類別セグメント情報 
当中間連結会計期間（自平成16年3月1日 至平成16年8月31日）           （単位 百万円） 
 

百貨店業 建装事業 不動産業
金融・ 

リース業

その他 

事業 
計 

消去 

又は全社 
連 結 

営業収益及び営業損益 

営 業 収 益 

(1)外部顧客に対する 

営業収益 

(2)セグメント間の内部

営業収益又は振替高 

448,030

1,491

 

 

 

19,432 

 

2,577 

8,424

2,514

5,313

3,328

23,152

35,434

 

 

 

504,352 

 

45,345 

 

 

 

― 

 

(45,345) 

504,352

―

計 449,521 22,009 10,938 8,641 58,586 549,698 (45,345) 504,352

営 業 費 用       441,838 21,885 8,200 7,135 58,435 537,494 (44,897) 492,597

営業利益又は 

営業損失（△） 7,682

 

124 2,738 1,506 151

 

12,203 

 

(448) 11,755

  （注）１．事業区分は、商品、役務の種類・性質等を勘案し、百貨店業、建装事業、不動産業及び 

金融・リース業に区分しました。 

２．その他事業の主な内容は、通信販売事業、衣料品等卸売業及び縫製業であります。 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額はありません。 

 
   前中間連結会計期間（自平成15年3月1日 至平成15年8月31日）               （単位 百万円） 
 

百貨店業 建装事業 不動産業 金融・ 
リース業 

自動車内 
装品製造業 

その他 
事業 計 消去 

又は全社 連 結 

営業収益及び営業損益 

営 業 収 益 

(1)外部顧客に対する 

営業収益 

(2)セグメント間の内部

営業収益又は振替高 

 

 

 

466,034 

 

2,121 

 

 

 

18,496 

 

489 

7,808

2,077

4,554

3,801

58,097

―

20,025

42,633

 

 

 

575,016 

 

51,122 

―

(51,122)

575,016

―

計 468,155 18,986 9,886 8,355 58,097 62,658 626,139 (51,122) 575,016

営 業 費 用       462,225 19,182 7,945 7,511 55,267 63,104 615,238 (50,932) 564,305

営業利益又は 

営業損失（△） 

 

5,929 

 

△ 196 1,940 843 2,829 △ 446

 

10,900 (189) 10,711

（注）１. 事業区分は、商品、役務の種類・性質等を勘案し、百貨店業、建装事業、不動産業、金融・リース業及び

自動車内装品製造業に区分しました。 

２．その他事業の主な内容は、通信販売事業、衣料品等卸売業及び縫製業であります。 
３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額はありません。 
４．不動産業については、前連結会計年度まで連結子会社であった髙栄開発㈱が平成15年1月に、髙栄不動産㈱が

平成15年3月にそれぞれ当社と合併いたしました。なお、合併時までの営業収益及び営業損益は不動産業に含

まれております。 
５．自動車内装品製造業については、前連結会計年度まで連結子会社であった髙島屋日発工業㈱を、当中間連結会

計期間においてトヨタ自動車㈱に当社が保有する同社全株式を譲渡したため、連結子会社から除外しました。 
  また、百貨店業については、前連結会計年度まで連結子会社であった㈱髙島屋ストアを、当中間連結会計期間

においてイズミヤ㈱に当社が保有する同社全株式を譲渡したため、連結子会社から除外しました。 
      なお、当中間連結会計期間は、それぞれ譲渡時までの営業収益及び営業損益を取り込んでおります。 
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  前連結会計年度（自平成15年3月1日 至平成16年2月29日）               （単位 百万円） 
 

百貨店業 建装事業 不動産業 
金融・ 

リース業

自動車内 

装品製造業

その他 

事業 
計 

消去又は 

全社 
連 結 

営業収益及び営業損益 

営 業 収 益 

(1)外部顧客に対する 

営業収益 

(2)セグメント間の内部

営業収益又は振替高 

 

 

 

950,042 

 

4,272 

 

 

 

35,887 

 

804 

16,282

4,195

9,424

7,541

58,097

－

44,747

87,007

 

 

 

1,114,481 

 

103,820 

－

(103,820)

1,114,481

－

計 954,314 36,691 20,477 16,966 58,097 131,754 1,218,302 (103,820) 1,114,481

営 業 費 用       936,605 37,131 16,563 15,301 55,267 131,397 1,192,266 (103,145) 1,089,121

営業利益又は 

営業損失（△） 

 

17,709 

 

△439 3,914 1,665 2,829 357

 

26,035 (674) 25,360

（注）１. 事業区分は、商品、役務の種類・性質等を勘案し、百貨店業、建装事業、不動産業、金融・リース業及び

自動車内装品製造業に区分しました。 

２．その他事業の主な内容は、通信販売事業、衣料品等卸売業及び縫製業であります。 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額はありません。 

４．不動産業については、前連結会計年度まで連結子会社であった髙栄開発㈱が平成15年1月に、髙栄不動産

㈱が平成15年3月にそれぞれ当社と合併いたしました。なお、髙栄不動産㈱の合併時までの営業収益及び

営業損益は不動産業に含まれております。 

５．自動車内装品製造業については、前連結会計年度まで連結子会社であった髙島屋日発工業㈱を、当連結会

計年度においてトヨタ自動車㈱に当社が保有する同社全株式を譲渡したため、連結子会社から除外しまし

た。 

  また、百貨店業については、前連結会計年度まで連結子会社であった㈱髙島屋ストアを、当連結会計年度

においてイズミヤ㈱に当社が保有する同社全株式を譲渡したため、連結子会社から除外しました。なお、

当連結会計年度は、それぞれ譲渡時までの営業収益及び営業損益を取り込んでおります。 

 
２．所在地別セグメント情報 

 

当中間連結会計期間、前中間連結会計期間及び前連結会計年度における所在地別セグメント情報は、日本での

営業収益の金額が、全セグメントの営業収益の合計額の90％超であるため、記載を省略しております。 
 
 

 
３．海 外 営 業 収 益 
 

当中間連結会計期間、前中間連結会計期間及び前連結会計年度における海外営業収益は、連結営業収益の10％

未満のため、海外営業収益の記載を省略しております。 
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生 産、受 注 及 び 販 売 の 状 況 

（１）生 産 実 績 
（単位 百万円） 

生     産     高 
事業の種類別セグメントの名称 当中間連結会計期間 

（16.3.1～16.8.31）

前中間連結会計期間 

（15.3.1～15.8.31） 

前連結会計年度 

（15.3.1～16.2.29）

建 装 事 業                

自 動 車 内 装 品 製 造 業                

そ の 他 事 業              

１３,８４４

―

４９２

１６,１３３ 

５８,１１０ 

５０３ 

３３,７７９

５８,１１０

１,０８６

合         計 １４,３３６ ７４,７４７ ９２,９７６

（注）１．セグメント間取引については、相殺消去しております。 
２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
３．金額は、販売価格によっております。  
４． 当社は平成15年5月に、所有していた髙島屋日発工業㈱株式全株をトヨタ自動車㈱へ譲渡いたしました。 
５．上記以外の事業の種類別セグメントについては該当事項はありません。 
 

（２）受 注 実 績                                  （単位 百万円） 
受  注  高 受 注 残 高 事業の種類別 

セグメントの名称 当中間連結会計期間 
（16.3.1～16.8.31）

前中間連結会計期間

（15.3.1～15.8.31）

前連結会計年度 

（15.3.1～16.2.29）
当中間連結会計期間

（16.3.1～16.8.31）

前中間連結会計期間 

（15.3.1～15.8.31） 

前連結会計年度 

（15.3.1～16.2.29）

建装事業 １７,６８３ １５,４２６ ２８,８９４ １６,９５７ １６,１９９ １６,０５４

合   計 １７,６８３ １５,４２６ ２８,８９４ １６,９５７ １６,１９９ １６,０５４

（注）１．セグメント間取引については、相殺消去しております。 
   ２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
   ３．自動車内装品製造業及びその他事業は、見込み生産を行っておりますので、受注高・受注残高は 

含めておりません。 
４．上記以外の事業の種類別セグメントについては該当事項はありません。 
 

（３）販 売 実 績 
（単位 百万円） 

販     売     高 
事業の種類別セグメントの名称 当中間連結会計期間 

（16.3.1～16.8.31）

前中間連結会計期間 

（15.3.1～15.8.31） 

前連結会計年度 

（15.3.1～16.2.29）

百 貨 店 業              
建 装 事 業              
不 動 産 業              
金 融 ・ リ ー ス 業              
自 動 車 内 装 品 製 造 業              
そ の 他 事 業              

４４８，０３０

１９，４３２

８，４２４

５，３１３

―

２３，１５２

４６６，０３４ 

１８，４９６ 

７，８０８ 

４，５５４ 

５８，０９７ 

２０，０２５ 

９５０，０４２

３５，８８７

１６，２８２

９，４２４

５８，０９７

４４，７４７

合         計 ５０４，３５２ ５７５，０１６ １，１１４，４８１

（注）１．セグメント間取引については、相殺消去しております。 
２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
３．販売高には、営業収益を記載しております。 
４． 当社は平成15年5月に、所有していた髙島屋日発工業㈱株式全株をトヨタ自動車㈱へ譲渡いたしました。 



－ 28 － 

有  価  証  券 

 

１．時価のある有価証券 

（単位 百万円） 

区 分 
当中間連結会計期間 

（16.8.31） 

前中間連結会計期間 

（15.8.31） 

前連結会計年度 

（16.2.29） 

(1)満期保有目的の債券 

中間連結

貸借対照

表計上額
時 価 差 額 

中間連結

貸借対照

表計上額 
時 価 差 額 

連結貸借

対照表計

上額 
時 価 差 額 

①国債・地方債 

②社    債 

9,493

－

9,787 

－ 

294

－

6,602

5,894

7,033

5,930

430

35

6,502 

－ 

6,832

  －

330

－

計 9,493 9,787 294 12,497 12,963 466 6,502 6,832 330

(2)その他有価証券 取得原価

中間連結

貸借対照

表計上額 
差 額 取得原価

中間連結

貸借対照

表計上額 
差 額 取得原価 

連結貸借

対照表計

上額 
差 額 

①株 式 

②債 券 

国債・地方債 

社 債 

23,344

29

432

50,231 

 

29 

423 

26,887

0

△  8

23,543

61

444

36,604

62

434

13,061

0

△  10

23,521 

 

36 

444 

45,636

37

436

22,114

0

△  8

計 23,807 50,685 26,878 24,050 37,101 13,051 24,002 46,109 22,106

 

 

２．時価評価されていない主な有価証券 

（単位 百万円） 

内 容 
当中間連結会計期間 

（16.8.31） 

前中間連結会計期間 

（15.8.31） 

前連結会計年度 

（16.2.29） 
(1)子会社及び関連会社株式 中間連結貸借対照表計上額 中間連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額 

非上場株式 22,717 22,605 21,806

計 22,717 22,605 21,806

(2)その他有価証券 中間連結貸借対照表計上額 中間連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額 

非上場株式（店頭売買株式を除く） 6,296 6,300 6,294

計 6,296 6,300 6,294

（注）表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当中間連結会計期間において減損処理を行な

い、投資有価証券評価損0百万円を計上しております。 

また、下落率が30％～50％の株式の減損にあたっては、個別銘柄毎に、当中間連結会計期間における最高値・

最安値と帳簿価格との乖離状況等保有有価証券の時価水準を把握するとともに発行体の外部信用格付けや公表財

務諸表ベースでの各種財務比率の検討等により信用リスクの定量評価を行い、総合的に判断しております。 

 

 

 

 

 

 



－ 29 － 

デ リ バ テ ィ ブ 取 引 関 係 

 
当中間連結会計期間末 （平成16年8月31日） 
（１）通貨関連 

（単位 百万円） 

当 中 間 連結会計期間（平成16年8月31日現在） 

契  約  額  等 区 分 種      類 

 うち１年超 
時   価 評 価 損 益 

市場取引以外

の取引 

 ス ワ ッ プ 取 引           

 

 受取円・支払シンガポール

ドル 

 

８８８ ―

 

 

５２ ５２

合         計 ８８８ ― ５２ ５２

（注）１．時価は当該デリバティブ取引に係る契約を約定した金融機関から提示された価格に基づき算定しておりま

す。 
２．上記の通貨スワップ取引の契約額等は、あくまで名目的な契約額であるため、当該金額自体が各々の取引

に係る市場リスクや信用リスクを表すものではありません。 
３．ヘッジ会計が適用されているデリバティブは除いております。 

 
（２）金利関連 
   ヘッジ会計が適用されているため、記載を省略しております。 
 
前中間連結会計期間末 （平成15年8月31日） 
（１）通貨関連 

（単位 百万円） 

前 中 間 連結会計期間（平成15年8月31日現在） 

契  約  額  等 区 分 種      類 

 うち１年超 
時   価 評 価 損 益 

市場取引以外

の取引 

 ス ワ ッ プ 取 引           

 受取円・支払米ドル 

 

 受取円・支払シンガポール

ドル 

１,２１６

１,５７２

 

―

８８８

 

３８ 

 

２２ 

３８

２２

合         計 ２,７８８ ８８８ ６１ ６１

（注）１．時価は当該デリバティブ取引に係る契約を約定した金融機関から提示された価格に基づき算定しておりま

す。 
２．上記の通貨スワップ取引の契約額等は、あくまで名目的な契約額であるため、当該金額自体が各々の取引

に係る市場リスクや信用リスクを表すものではありません。 
３．ヘッジ会計が適用されているデリバティブは除いております。 

 
（２）金利関連 
   ヘッジ会計が適用されているため、記載を省略しております。 
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前連結会計年度末 （平成16年2月29日） 

（１）通貨関連 
（単位 百万円） 

前 連 結 会 計 年 度（平成16年2月29日現在） 

契  約  額  等 区 分 種      類 

 うち１年超 
時   価 評 価 損 益 

市場取引以外

の取引 

 ス ワ ッ プ 取 引           

 

 受取円・支払シンガポール

ドル 

 

８８８ ―

 

 

４４ ４４

合         計 ８８８ ― ４４ ４４

（注）１．時価は当該デリバティブ取引に係る契約を約定した金融機関から提示された価格に基づき算定しておりま

す。 
２．上記の通貨スワップ取引の契約額等は、あくまで名目的な契約額であるため、当該金額自体が各々の取引

に係る市場リスクや信用リスクを表すものではありません。 
３．ヘッジ会計が適用されているデリバティブは除いております。 

（２）金利関連 
   ヘッジ会計が適用されているため、記載を省略しております。 
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（１株当たり情報） 

当中間連結会計期間 

（16.3.1～16.8.31） 

前中間連結会計期間 

（15.3.1～15.8.31） 

前連結会計年度 

（15.3.1～16.2.29） 

1株当たり純資産額 1株当たり純資産額 1株当たり純資産額 

 ６１８円７３銭  ６５１円６０銭  ５９４円４５銭

1株当たり中間純利益 1株当たり中間純利益 1株当たり当期純利益 

１７円５２銭 ５４円７０銭 △１１円８８銭

潜在株式調整後 

1株当たり中間純利益 

１６円７３銭 

なお、潜在株式調整後 1 株当たり中

間純利益額につきましては、潜在株

式がないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後 1 株当たり当

期純利益額につきましては、1株当た

り当期純損失であるため記載してお

りません。 

 

 当中間連結会計期間から、「１株

当たり当期純利益に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成 14

年9月25日 企業会計基準第2号）

及び「１株当たり当期純利益に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計

基準委員会 平成14年9月25日 企

業会計基準適用指針第 4 号）を適用

しております。 

 なお、当中間連結会計期間におい

て、従来と同様の方法によった場合

の（1株当たり情報）につきましては、

それぞれ以下のとおりであります。

当連結会計年度から、「１株当た

り当期純利益に関する会計基準」

（企業会計基準委員会 平成14年9

月25日 企業会計基準第2号）及び

「１株当たり当期純利益に関する会

計基準の適用指針」（企業会計基準

委員会 平成14年9月25日 企業

会計基準適用指針第 4 号）を適用し

ております。 

 なお、当連結会計年度において、

従来と同様の方法によった場合の（1

株当たり情報）につきましては、そ

れぞれ以下のとおりであります。 

 1株当たり純資産額 1株当たり純資産額 

  ６５１円６０銭  ５９４円６０銭

 1株当たり中間純利益 1株当たり当期純利益 

 ５４円７０銭 △  １１円７３銭

   

1 株当たり中間純利益の算定上の基

礎 

1 株当たり中間純利益の算定上の基

礎 

1 株当たり当期純利益の算定上の基

礎 

 連結損益計算書上の中間純利益  連結損益計算書上の中間純利益  連結損益計算書上の当期純利益 

５,４０１百万円 １６，８００百万円 △３，６０９百万円

 普通株式に係る中間純利益  普通株式に係る中間純利益  普通株式に係る当期純利益 

      ５,４０１百万円 １６，８００百万円 △３，６５６百万円

 普通株主に帰属しない金額の主要

な内訳 

 普通株主に帰属しない金額の主要

な内訳 

 普通株主に帰属しない金額の主要

な内訳 

該当事項はありません。 該当事項はありません。 役員賞与金         

  ４７百万円

普通株式の期中平均株式数 

３０８，２０４，４１６株 

普通株式の期中平均株式数 

３０７，１１２，４６９株

普通株式の期中平均株式数 

３０７，６７０，１９０株
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当中間連結会計期間 

（16.3.1～16.8.31） 

前中間連結会計期間 

（15.3.1～15.8.31） 

前連結会計年度 

（15.3.1～16.2.29） 

潜在株式調整後１株当たり中間純利

益の算定に用いられた中間純利益調

整額の主要な内訳 

社債発行差金の償却額 

        △   ６百万円 

        －        － 

潜在株式調整後１株当たり中間純利

益の算定に用いられた普通株式増加

数の主要な内訳 

転換社債型新株予約権付社債 

      １４，０５３，８０３株 

        －        － 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ご参考 

 公 開 方 法   東京兜倶楽部及び大阪証券記者クラブ（記者発表） 

           東京商工会議所記者クラブ及び大阪商工記者会（記者発表） 

 


